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固定資産・基本金の決算操作
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はじめに、
§固定資産－マスタ登録－◇法人情報－パラメータ設定(固基)より
【固定資産年度】が 決算年度 になっていることを確認してください。

決算年度になっていない場合、前年度の年次更新が行われておりませんので、
前年度で開局して固定資産システムの年次更新を実施してください！！



処理の流れ



固定資産基本金の流れ チェックをつけながら
作業をすすめてみてください
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固定資産台帳入力



固定資産台帳入力 新規取得資産の登録

新規取得資産の登録方法

詳細は、マニュアルの以下のページを参照ください。
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固定資産台帳入力 固定資産台帳入力画面からの登録

必須入力項目

減価償却パターン登録で
取得初年度の計算方式：月割償却と
なっている場合は、
取得年月日は正確に登録してください。
当期償却額に関わります。

科目を登録すると「固定資産科目設定」で
設定している内容に応じて、
償却パターンがセットされます。（変更可）

資産状態
新規取得資産…当年度取得した資産
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新規取得資産の登録



固定資産台帳入力

必須入力項目

減価償却しない場合（骨董品や絵画等）は
耐用年数：０年としてください。

単価・数量を入力すると、現在取得価額が計算されます。
必須項目ではないので、単価・数量を入力しない場合は、
直接、現在取得価額を入力してください。
（ただし、減価償却パターン登録で、「備忘価額や残存価額に数量を
かける」の設定の場合は、数量は正しく入力してください。）
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固定資産台帳入力画面からの登録

新規取得資産の登録



固定資産台帳入力

必須入力項目

按分：教育・管理に分けたい場合、共通を
選択し、経費按分基準を選択。
部門按分基準：共通部門を選択した場合、
部門按分基準を選択。 9

共通部門を選択した場合、
【部門按分基準】の選択が必要。

固定資産台帳入力画面からの登録

新規取得資産の登録



固定資産台帳入力
新規取得資産の登録

基本２タブは
管理区分や管理場所、支払先など学校様で管理したい項目を
入力できる箇所です。
必須入力ではありませんが、検索や帳票印刷時に絞り込みを
することができます。
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固定資産台帳入力画面からの登録



固定資産台帳入力 仕訳からの固定資産台帳作成

仕訳入力画面で固定資産科目を入力すると、
【固定資産】ボタンが選択でき、【仕訳入力固定資産情報ダイアログ】が
表示されます。
この画面に固定資産情報を入力すると、【仕訳からの固定資産台帳作成】
を行うことができます。

※設定により、仕訳入力画面に【固定資産】ボタンが表示されていない場
合があります。使用されたい方は、シティアスコムまでご連絡ください。

会計システムで入力した仕訳情報を基に
固定資産台帳を作成します
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新規取得資産の登録

必須入力項目



固定資産台帳入力 仕訳からの固定資産台帳作成

仕訳からの固定資産台帳作成で警告が表示
され、処理結果一覧がこちらの内容の場合、
支払先コードの処理方法を
マスタに存在しない場合エラーとする
⇒マスタに存在しない場合マスタ登録する
に変更することで解消できます。

会計システムで入力した仕訳情報を基に
固定資産台帳を作成します
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新規取得資産の登録



固定資産台帳入力 新規取得資産の登録

＊必須項目はすべて入力してください。

＊減価償却はあらかじめ登録している減価償却パターンに応じて行われます。

＊按分基準は必要に応じて、選択してください。

＊基本金は初期値は「対象」です。
対象外にする場合、チェックを外してください。

Point
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固定資産台帳入力

修正可能な項目

耐用年数を変更した場合、
サブメニュー⇒【当期償却額再計算】
を押下し、当期償却額を再計算します。

資産状態
繰越資産…過年度取得した資産
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繰越資産の修正
過年度に取得した資産の訂正



固定資産台帳入力
繰越資産の修正
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固定資産台帳入力
繰越資産の修正

＊修正できる項目は白抜きになっている項目のみです。

＊耐用年数を変更した後は、【当期償却額再計算】を実行してください。

＊部門や科目の変更は、【固定資産振替入力】より行ってください。

＊繰越資産は削除はできません。【除却入力】より除却してください。

Point
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固定資産台帳入力 繰越資産の修正

ワーク①

17

固定資産台帳の耐用年数を変更した場合、当期償却額は自動で再計算
される。〇か×か？

○ ×



固定資産台帳入力 繰越資産の修正

ワーク① 回答
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固定資産台帳の耐用年数を変更した場合、当期償却額は自動で再計算
される。〇か×か？

× 再計算されない



固定資産台帳入力 繰越資産の修正

ワーク① 解説
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固定資産台帳の耐用年数を変更した場合、
当期償却額は自動で再計算される。〇か×か？

⇒× 再計算されない。



振替処理



振替処理
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部門間での資産の移動や、科目の変更があった場合、【固定資産振替入力】で処理を行います。
管理区分などの移動があった場合の移管処理も【固定資産振替入力】で処理します。

振替後の科目や部門を選択してください。

科目や部門を振替したい資産を検索してください。
複数資産をまとめて処理することも可能です。
部門振替・科目振替ができるのは過年度取得資産のみです。

管理区分などの移管処理を行う場合は、
移管項目選択より項目を選択してください。

固定資産振替入力



振替処理
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基本金明細表の表記のチェック有・無で
基本金明細表の表記内容が変わります。
【？】を選択すると、ヘルプが表示されますので、
参考にしてください。

固定資産振替入力



振替処理
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部門間での資産の移動や、科目の変更があった場合、「当期振替資産集計表」を印刷し、
総勘定仕訳を作成してください。

（同一科目・他部門の場合 仕訳種類：16部門間振替）※固定資産明細表の表記に影響しますので、仕訳種類は16部門間振替を選択してください！

高校 682 教育研究用機器備品 846,000 中学校 682 教育研究用機器備品 846,000

中学校 982 教育研究用機器備品減価償却累計額 169,200 高校  982 教育研究用機器備品減価償却累計額 169,200

（他科目・同一部門の場合 仕訳種類：99無限定）
高校 683 管理用機器備品 161,200    高校 682 教育研究用機器備品 161,200
高校 982 教育研究用機器備品減価償却累計額 32,240    高校   983 管理用機器備品減価償却累計額 32,240

減価償却を行う資産については、
減価償却累計額に関する仕訳も
忘れずに仕訳入力してください。分割資産が含まれないよう、

「振替資産のみ」で印刷。

振替資産の確認・仕訳



振替処理

＊基本金明細表の表記のチェックによって、基本金明細表への表記が
異なります。

＊振替資産の確認は、「当期振替資産一覧表」で確認してください。

＊その後、出力される「当期振替資産集計表」をもとに総勘定仕訳の
入力を行ってください。

＊部門振替の仕訳は、仕訳種類 16：部門間振替を選択してください。

＊減価償却する資産については、減価償却累計額の振替仕訳も忘れずに
入力してください。

Point
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除却処理



除却処理
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詳細は
マニュアル参照
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除却処理 １．全額除却
固定資産台帳入力画面で除却したい資産を表示し、サブメニュー⇒除却入力より処理します。

減価償却パターン登録で
「中途除却年度の計算方式＝月割償却」としている場合は、除却年
月日は正しく入力してください

「基本金明細表」への表記
事由を選択した場合：(取崩事由)に伴う取崩高
事由を選択しなかった場合：(資産名称)の除却
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除却処理 ２．一部除却
固定資産台帳入力画面で除却したい資産を表示し、サブメニュー⇒除却入力より処理します。

除却したい数量、取得価額を入力してください。
除却簿価は、自動計算されますが、
手入力で変更することも可能です。
除却前の数量が１の場合、数量は０と入力
してください。

「基本金明細表」への表記
事由を選択した場合：(取崩事由)に伴う取崩高
事由を選択しなかった場合：(資産名称)の除却
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除却処理 除却取消
一度除却処理をした資産の除却処理を取り消したい場合、サブメニュー⇒除却入力より処理します。

【更新】を押下すると、除却取消が完了します。
その後「除却入力」画面に戻りますが、再度
【更新】を押下すると、除却処理が行われますので、
【更新】を押下せず、【閉じる】で画面を閉じて、
資産状況が当年度除却資産となっていないことを
確認してください。

資産状態



除却処理
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除却処理を行った場合、「当期除却資産一覧表」を印刷し、総勘定仕訳を作成してください。

（仕訳種類：３資産売却差額処分差額 または 99無限定）
高校 983 管理用機器備品減価償却累計額 216,000    高校 683 管理用機器備品 230,400
高校 773 管理用機器備品処分差額  14,400
中学校 983 管理用機器備品減価償却累計額 1,145,500 中学校 683 管理用機器備品 1,145,500

除却資産の確認・仕訳

一部除却したものは除却月日に
＊マークが表示されます。



除却処理

＊減価償却パターン登録で中途除却年度の計算方式＝月割償却の場合は、
除却年月日は正しく入力してください。

＊除却処理後は、「当期除却資産一覧表」で内容を確認してください。

＊「当期除却資産一覧表」をもとに総勘定仕訳を入力してください。

Point
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帳票を確認する/仕訳を入力する



帳票を確認する
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固定資産増減総括表
今年度取得した資産が
反映されているか。

今年度除却した資産が
反映されているか。

部門振替や科目振替が
必要な場合、反映され
ているか。

チェック
するポイント

科目・部門ごとに取得価額、当期減価

償却額、簿価を確認する 帳票です。



固定資産増減総括表

帳票を確認する
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減価償却明細表

減価償却明細表では
減価償却累計額も確認できます。

資産毎に取得価額、当期減価償却額、
簿価を確認する帳票です。

固定資産増減総括表の
内訳を確認するのに

便利です。

取得価額の計には除却資産も含まれますが、
期末取得価額の計には除却資産は含まれません。



仕訳を入力する
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固定資産増減総括表
「固定資産増減総括表」を印刷し、減価償却額を計上する総勘定仕訳を作成してください。

（仕訳種類：２減価償却額の計上 または 99無限定）
法人 658 (管)減価償却額    2,527,034  法人 972 建物減価償却累計額  2,527,034
大学 558 (教)減価償却額  22,122,303  大学 972 建物減価償却累計額 22,122,303
大学 658 (管)減価償却額  751,000 大学 972 建物減価償却累計額 751,000
高校 558 (教)減価償却額  61,914,020  高校 972 建物減価償却累計額 61,914,020
高校 658 (管)減価償却額 3,141,000  高校 972 建物減価償却累計額 3,141,000
中学校 558 (教)減価償却額 1,793,778  中学校 972 建物減価償却累計額 1,793,778



仕訳を入力する

○減価償却額の計上（仕訳種類：２減価償却額の計上 または 99無限定） 

⇒固定資産増減総括表
○資産処分差額の計上（仕訳種類：3 資産売却差額処分差額 または 99 無限定）

⇒当期除却資産一覧表
○部門間・科目間振替

（同一科目・他部門の場合 仕訳種類：16 部門間振替）（他科目・同一部門の場合 仕訳種類：99 無限定）

⇒当期振替資産集計表
○有姿除却（仕訳種類：20 有姿除却等損失 または 99 無限定）

⇒有姿除却資産一覧表（詳細はマニュアル参照）
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各処理の流れでご案内しましたが、固定資産に関する総勘定仕訳は以下の帳票を
もとに起票してください。

（まとめ）

新規取得資産の登録を行った場合も仕訳入力が必要です。
■新規取得資産の購入 ・・・ 資金収支仕訳入力
■現物寄付の受取 ・・・ 総勘定仕訳入力（仕訳種類：１現物寄付金の計上 または 99無限定）



期末取得価額：1,037,980,727 – 期末簿価：782,020,765 ＝ 減価償却累計額：255,959,962
※減価償却明細表でも確認できます。

37

帳票を確認する 固定資産残高と会計残高の比較
仕訳入力後、固定資産と会計の残高が一致しているかを確認してください。

固定資産

会計



帳票を確認する/仕訳を入力する

＊固定資産増減総括表で、「新規取得」「振替」「除却」処理が行われている
ことを確認してください。

＊減価償却明細表は、固定資産増減総括表の内訳を確認できる帳票です。

＊減価償却明細表では、減価償却累計額を確認することができます。

＊ 「固定資産増減総括表」、「当期除却資産一覧表」、「当期振替資産集計表」、
「有姿除却資産一覧表」をもとに総勘定仕訳を入力してください。

Point
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月次決算チェックリスト
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月次決算チェックリスト（固定資産）
固定資産システムの金額と会計システムの残高を比較し、整合性を確認します。
また、固定資産システム内での矛盾箇所がないかのチェックもおこないます。

固定資産での処理や、会計システムでの仕訳入力が完了したら、必ず確認してください！！
固定資産と会計の残高が不一致の場合、年次更新が行えません。

注意・お知らせのものは
年次更新：可と表示されます。

固基残高と会計残高が
一致していない場合、

年次更新：不可と表示されます。
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月次決算チェックリスト（固定資産）

〇 〇× ×

固定資産

会計
取得価額が一致していないため、
不一致

月次決算チェックリストのエラー内容を確認してみましょう。

固定資産には新規取得の台帳が登録されているが、会計には新規取得の仕訳が入力されていないことが分かります。
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月次決算チェックリスト（固定資産）

固定資産

会計

500中学校 682教育用機器備品の新規取得が会計と固定資産で不一致だということが判明しました。

・固定資産〇 会計× 会計の仕訳を入力していない。
・固定資産× 会計〇 固定資産台帳を間違って登録していた。
・固定資産〇 会計× 会計の仕訳を入力していたが、部門や科目を間違えていた。
・固定資産× 会計〇 固定資産台帳の部門や科目を間違えて登録していた。

会計と固定資産どちらが正しいのかを確認し、必要な処理を行うことでエラーが解消されます。



43

月次決算チェックリスト（固定資産）
【補足注意事項】科目振替や部門振替をした場合、

固定資産増減総括表 振替増加・振替減少に反映。
固定資産明細表 科目振替のみ反映。

※部門振替は、仕訳種類16を使用するため、未反映。
ただし、部門を範囲指定して印刷した場合は、反映。

法人全体 大学～中学校

新規取得320,000+振替増加384,800＝704,800

除却０+振替減少384,800＝384,000

〇 〇
法人全体で印刷した場合、

振替増加・減少は反映されません。

固定資産明細表は

印刷条件により部門
振替の反映の仕方が

異なります。



月次決算チェックリスト

ワーク②
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月次決算チェックリストで以下のエラーが表示された場合、
考えられる解消方法として正しいものはどれでしょう。

A

B

C

500中学校 682教育用機器備品の固定資産台帳を
290,000円分登録する

500中学校 982教機器備品減価償却累計額の総勘定仕訳を
290,000円分登録する

500中学校 682教育用機器備品の資金収支仕訳を
290,000円分登録する



月次決算チェックリスト

ワーク②回答

45

C

月次決算チェックリストで以下のエラーが表示された場合、
考えられる解消方法として正しいものはどれでしょう。

500中学校 982教機器備品減価償却累計額の総勘定仕訳を
290,000円分登録する



ワーク②解説

46

月次決算チェックリスト
月次決算チェックリストで以下のエラーが表示された場合、
考えられる解消方法として正しいものはどれでしょう。

減価償却累計額の金額不一致のエラーのため、減価償却累計額の残高を確認します。

固定資産：固定資産増減総括表「取得価額(期末)」マイナス「期末簿価」
⇒資産一筆ごとに確認する場合、減価償却明細表

会計：固定資産明細表「減価償却額の累計額」
⇒詳細を確認する場合、科目残高推移表 もしくは 総勘定元帳



基本金情報を登録する



48

基本金情報を登録する
基本金について、必要な処理を行います。
以下の処理については、適宜必要な処理を行ってください。



49

基本金情報を登録する
第１号基本金は、固定資産台帳入力時に「基本金対象」にチェックがついていると、
１号基本金対象となり自動的に基本金組入となります。
しかし、借入金や未払金があり基本金未組入にする場合は、未組入額入力を行ってください。



50

基本金情報を登録する
未組入額の入力方法は【科目・部門ごとに登録】【資産ごとに登録】の２種類があります。
どちらの方法を採用しているかは、各法人様の設定により異なります。設定していない入力
方法の画面を選択した場合、「この機能は、使用できません。」と表示されます。
途中での設定変更をご希望の場合は、シティアスコムにご相談ください。

科目・部門ごとに登録 資産ごとに登録

２：基本金⇒◇基本金組入－第1号未組入額入力 １：固定資産⇒◇固定資産台帳ー固定資産台帳入力
サブメニュー⇒第１号未組入額入力

第１号未組入額入力
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基本金情報を登録する 第１号未組入額入力
今年度取得した資産について、借入金や未払金がある場合は未組入の登録をおこないます。
また、過去取得した資産の組入予定額に変更があれば、修正します。

未組入事由は追加・変更可能です。
基本金明細表に表示されます。

科目・部門ごとに登録

組入予定額はあらかじめ、予定額として
設定できます。
変更がないか毎年確認し、必要に応じ、
金額を修正してください。

当期増加欄は、今年度返済済みの
金額を除いた借入金の金額を入力
します。

更新後は、基本金残高更新を
実行してください。

借入金に関する場合は、「借入金」欄に、
未払金に関する場合は、「未払金」欄に
入力してください。



52

基本金情報を登録する 第１号未組入額入力
【科目・部門ごとに登録】の場合、 「第１号未組入一覧表」を、【資産ごとに登録】の場合、
「第１号未組入額一覧表（明細）」を印刷し、未組入額の入力内容を確認してください。

科目・部門ごとに登録 【未組入事由】毎や【部門・科目】毎に、期首未組入額や当期増加、
「翌年度以降の組入予定を出力する」にチェックを入れた場合は
組入予定額を確認することができます。



53

基本金情報を登録する 第１号未組入額入力
第１号未組入額入力で入力した内容は基本金明細表に以下のように反映します。

「未払金」欄に入力した場合、基本金明細表には
「○○に係る未払金支払高」と表記されます。



54

基本金名称マスタ登録
【第１号未組入額入力】の［基本金名称登録］ボタン、
もしくはグローバルナビ ［マスタ登録］－◇固定資産マスタ「基本金名称マスタ登録」から登録することができます。

基本金情報を登録する 基本金名称マスタ登録
未組入事由は基本金名称マスタ登録で登録できます。



55

基本金情報を登録する 用途変更
過年度取得した資産で、基本金対象・対象外が変わった場合、用途変更することができます。

固定資産台帳入力画面 【サブメニュー】-【基本金用途変更入力】より
用途変更を行います。（基本金対象外資産を対象資産にすることもできます。） 基本金明細表には以下のように表記されます。

対象⇒対象外

対象外⇒対象



56

基本金情報を登録する 付替処理をする

当期除却した建設仮勘定や第２号基本金から新規取得資産への基本金の付替えを行います。

付替処理の手順については、マニュアル 固定資産基本金編「13-3付替処理をする」を参照してください。

基本金明細表には以下のように表記されます。

１：建設仮勘定の付替

２：２号基本金から
１号基本金への付替



57

基本金情報を登録する 当期組入額入力
２号～４号基本金について当期に組入や取崩がある場合は登録をおこないます。

処理については、マニュアル 固定資産基本金編「13-４ ２号～４号基本金の当期組入額を登録する」を参照してください。

■第４号基本金組入額入力について 【理論値計算】を押下してください！変更がない場合でも必須の処理です。
押下していない場合、月次決算チェックリストに表示されます。

パラメータ設定（固基）で「第４号基本金管理区分 ０:法人全体」にしている場合、
基本金明細表に反映される金額は「法人計」の金額となります。

部門単位で管理したい場合、パラメータ設定（固基）で「第４号基本金管理区分 １:部門単位」を
選択してください。パラメータを変更した後は、【基本金残高更新】を実行してください。



58



59

基本金残高更新

固定資産台帳に関する変更や、基本金に関する変更をおこなったら、基本金残高更新を
おこないます。

必ず実施してください！！！

基本金残高更新をおこなわずに、
基本金明細表など基本金関係の帳票を印刷した場合、
正しい金額で出力されない場合があります。
基本金残高更新は何度行っても問題ありません。。

基本金情報を登録する



帳票を確認する/仕訳を入力する



61

帳票を確認する

基本金の対象・対象外が
間違っていないか確認。

第１号対象資産増減総括表

固定資産台帳検索の【詳細タブ】で「基本金
対象のみ」出力や、「基本金対象外のみ」
出力を選択し、基本金対象資産、対象外資産
の内訳を確認することができます。

基本金の対象・対象外が間違っていないか確認します。また、過年度分に変更がないか確認します。



62

帳票を確認する

金額が一致しているか確認。

基本金取崩リスト

一致していない場合
・除却時に取崩ではなく、繰延を選択している
・基本金対象外資産を除却している

こちらに当てはまる処理がある場合は、
一致していなくても問題ありません。
処理が誤っている場合は修正してください。

【当期除却資産一覧表】と比較し、取崩の金額に誤りがないか確認します。



63

帳票を確認する 基本金組入額総括表
基本金明細表の内容を科目・部門ごとに確認できる帳票です。

基本金明細表の要組入高、組入高、
未組入高の内訳を基本金組入額総括表
で確認することができます。



64

帳票を確認する

科目毎に確認した場合、大学・高校は
部門計で組入が多いため、取崩が多い
場合、組入のマイナスで表示されます。

基本金組入額総括表
当期組入額・当期取崩額の金額の確認をすることもできます。

基本金組入額総括表の第１号計の部門計が、当期組入 と当期取崩のどちらに表示されているかで科目ごとの
出方が異なります。部門計で組入が多い場合、すべての科目で当期組入額欄に表示されます。



仕訳を入力する

65

基本金組入額総括表
「基本金組入額総括表」を印刷し、基本金の組入および取崩に関する総勘定仕訳を作成してください。

（仕訳種類：８基本金の組入・取崩 または 99無限定）
法人 961 第１号基本金    24,779,600  法人 966 基本金取崩額  24,779,600
大学 965 基本金組入額    78,480,000  大学 961 第１号基本金 78,480,000
高校 965 基本金組入額    46,447,600  高校 961 第１号基本金 46,447,600
中学校 961 第１号基本金    4,438,500 中学校 966 基本金取崩額  4,438,500
大学 965 基本金組入額    1,000,000 大学 962 第２号基本金  1,000,000



帳票を確認する

ワーク③

66

基本金組入額総括表で683管理機器備品の200大学の
当期組入額欄に-800,000と記載されていますが、なぜでしょう。

A
B
C

総勘定仕訳の入力間違いのため。

部門計で組入が多いため。

基本金組入額総括表

未組入額が発生しているため。



帳票を確認する

ワーク③回答

67

基本金組入額総括表で683管理機器備品の200大学の
当期組入額欄に-800,000と記載されていますが、なぜでしょう。

基本金組入額総括表

B 部門計で組入が多いため。



第１号基本金の部門計を確認してください。組入が多い場合、すべての科目で当期組入額欄に表示されます。

帳票を確認する

ワーク③解説

68

基本金組入額総括表で683管理機器備品の200大学の
当期組入額欄に-800,000と記載されていますが、なぜでしょう。

基本金組入額総括表



月次決算チェックリスト（基本金）



70

月次決算チェックリスト（基本金）

基本金システムの金額と会計システムの残高を比較し、
整合性を確認します。

基本金に関する処理や、会計システムでの仕訳入力が完了したら、必ず確認してください！！
基本金と会計の残高が不一致の場合、年次更新（固基）が行えません。

固基残高と会計残高が
一致していない場合、

年次更新：不可と表示されます。

固定資産の月次決算
チェックリストと

考え方は同じです！



71

月次決算チェックリスト（基本金）

〇

×

基本金

会計

月次決算チェックリストのエラー内容を確認してみましょう。

期首残高は一致していますが、期末残高が一致していないことが分かります。

601,942,300

601,940,300

626,719,900

626,719,900



72

月次決算チェックリスト（基本金）

×

基本金

会計

月次決算チェックリストのエラー内容を確認してみましょう。

基本金組入額総括表の当期取崩額の金額と、総勘定仕訳で入力している第１号基本金の金額が違っていることが分かります。

24,777,600

24,779,600



73

月次決算チェックリスト（基本金）

・基本金残高更新をおこなっておらず、基本金帳票の金額が正しく表示されていなかった。
・会計の仕訳を入力していない。入力しているが、金額が間違っている。
・会計の仕訳を入力していたが、部門や科目を間違えていた。
・会計では振替仕訳を入力しているのに、基本金では付替処理を おこなっていない。（またはその逆）

会計と基本金どちらが正しいのかを確認し、必要な処理を行うことでエラーが解消されます。

まずは、「基本金残高更新」を実行してみてください。
それでもエラーが表示される場合、帳票を印刷して、部門・科目・金額を
基本金と会計それぞれ確認してください。

【確認帳票】
基本金：基本金組入額総括表

会計：科目残高推移表 もしくは 総勘定元帳



基本金明細表を出力



§固定資産-3決算-3基本金明細表-2基本金明細表

基本金明細表を出力
基本金に関する処理が完了したら、基本金明細表を印刷します。

§会計-4決算-5決算書印刷-1決算書印刷

基本金明細表は、
会計・固定資産の

どちらからでも印刷可能です。

＜表示形式＞
・合算：法人全体で印刷
・部門別改頁：部門ごとに改頁して印刷
・部門別内訳：第１号基本金のみ部門ごとの内訳を

印刷。第２～４号は法人全体。
・合算(合計は部門毎計上)：法人全体で印刷しますが、

合計は部門ごとに組入と取崩を計算し、印刷。

75



基本金明細表を出力
基本金明細表出力に関する設定を【パラメータ設定(固基)】画面で変更することができます。
必要に応じて、以下を設定変更してください。
パラメータ変更後は、【基本金残高更新】を行ってください。

76

パラメータ項目 設定値

基本金明細表 - 部門内訳表示
➢マニュアル 16-1基本金明細表出力方法 参照

１：科目⇒部門の順に表記
２：部門⇒科目の順に表記

基本金明細表 部門内訳出力時の小計に未組入を加味
➢マニュアル コラム 基本金明細表の未組入の表示方法について 参照

N：無効
Y：有効

基本金明細表 科目並び順 科目コード順とする N：無効
Y：有効

基本金明細表 決算書印刷一括出力時の基本金明細表の動作 １：合算
２：部門別内訳
３：合算(合計は部門毎計上)



年次更新(固基)



年次更新(固基)
決算作業が完了したら、年次更新(固基)をおこないます。

78

年次更新では次の処理が行われます。
・固定資産台帳更新（翌年度減価償却額計算、期首簿価）
・総合償却終了資産（簿価が０円）に除却月日（3/31）をセット。
・基本金期首残高更新（１～４号期首残高更新、未組入、繰延高期首残高更新）
・翌々年度の固基マスタ作成

別途、会計の年次更新も必要です。
実施する順序はどちらから

行っても問題ありませんが、
固定資産から実施した方が

忘れにくく、作業しやすいので
おすすめです！！



年次更新(固基)
あやまって年次更新(固基)を実施した場合、年次更新処理を解除することができます。

79

年次更新解除前に入力していた一部の処理が
取り消されますのでご注意ください。
 〈無効になる処理〉

・過年度取得資産の名称や管理区分の変更
・振替、除却処理 
・２号～４号基本金の組入
・１号未組入 
・１号繰延、２号～４号期首残高変更

〈変更が残る処理〉
・固定資産台帳入力
・管理区分名称 
・摘要 
・基本金名称（未組入事由、取崩事由）

年次更新解除



年次更新(固基)

＊年次更新実施前には、必ずバックアップを取得してください。

＊月次決算チェックリストで年次更新不可エラーがあると、年次更新できません。
（基本金をTOMASで管理していないため毎年エラーが出るなどで、無視して
年次更新を行いたい場合などは、強制実行することも可能です。）

＊年次更新は会計・固定資産それぞれで必要です。
会計を先に年次更新した場合、ログイン年度が更新されますので、
年度変更でひとつ前の年度に戻して、固定資産の年次更新をおこなってください。

Point

80

年次更新(固基)前の確認



年次更新(固基)

＊ 帳票印刷（減価償却明細表や固定資産増減総括表）の日付が「翌年度の3月31日」になっていますか？ 

Point

81

年次更新(固基)後の確認

＊パラメータ設定(固基)の固定資産年度が年次更新後の年度になっていますか？ 

§ [ マスタ登録⇒ ◇法人情報－パラメータ設定(固基) 固定資産基本金タブ ]

C



年次更新(固基)

＊ 基本金残高更新を行って、「基本金明細表」の前期繰越高の金額が正しいですか？ 
（前年度の当期末残高と一致していますか？） 

Point

82

年次更新(固基)後の確認

＊固定資産増減総括表の取得価額の期首・期首簿価は、前年度の資料の取得価額の期末・期末簿価と
一致していますか？ 

C C

C C



決算作業でお困りの際は、シティアスコムまで
お尋ねください。
また、弊社ユーザーサイトの助け合い掲示板や
チャットボット、動画なども活用ください。


	スライド 1: 令和５年度 決算研修会  -固定資産・基本金- ポイント解説
	スライド 2: 固定資産・基本金の決算操作
	スライド 3: 処理の流れ
	スライド 4
	スライド 5: 固定資産台帳入力
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20: 振替処理
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25: 除却処理
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32: 帳票を確認する/仕訳を入力する
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37
	スライド 38
	スライド 39: 月次決算チェックリスト
	スライド 40
	スライド 41
	スライド 42
	スライド 43
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46
	スライド 47: 基本金情報を登録する
	スライド 48
	スライド 49
	スライド 50
	スライド 51
	スライド 52
	スライド 53
	スライド 54
	スライド 55
	スライド 56
	スライド 57
	スライド 58
	スライド 59
	スライド 60: 帳票を確認する/仕訳を入力する
	スライド 61
	スライド 62
	スライド 63
	スライド 64
	スライド 65
	スライド 66
	スライド 67
	スライド 68
	スライド 69: 月次決算チェックリスト（基本金）
	スライド 70
	スライド 71
	スライド 72
	スライド 73
	スライド 74: 基本金明細表を出力
	スライド 75
	スライド 76
	スライド 77: 年次更新(固基)
	スライド 78
	スライド 79
	スライド 80
	スライド 81
	スライド 82
	スライド 83

